
様式第1号

沖縄県知事殿

大学等における修学の支援に関する法律第7条第1項の確認に係る申請書

0申請者に関する情報
大学等の名称

〔設置者の名称〕

大学等の種類

(いずれかに0を付すこと)

〔代表者の役職〕理事長

大学等の所在地

学長又は校長の氏名

設置者の名称

設置者の主たる事務所の所在地

設置者の代表者の氏名

令和6年6月

申請書を公表する予定のホーム
ページアドレス

学校法人KBC学園

※以下のいずれかの口にレ点(図)を付けて下さい。

専修学校国際電子ビジネス専門学校

口確認申請

大学等における修学の支援に関する法律施行規則第5条第1項に基づき確

認申請書を提出します。

口更新確認申請書の提出

大学等における修学の支援に関する法律施行規則第5条第3項に基づき更

新確認申請書を提出します。

〔代表者の氏名〕

14日

(大学・短期大学・高等専門学校・専門学校)

沖縄県那覇市壺川 3丁目5番地3

校長成底敏

学校法人KBC学園

大城圭永

沖縄県那覇市壺川 3丁目5番地3

理事長大城圭永

※以下の事項を必ず確認の上、すべての口にレ点(Z)を付けて下さい。

ht ゆS ://WWW. kbc. ac.ル/

必この申請書(添付書類を含む。)の記載内容は、事実に相違ありません。

Z 確認を受けた大学等は、大学等における修学の支援に関する法律(以下「大

学等修学支援法」という。)に基づき、基準を満たす学生等を減免対象者とし

て認定し、その授業料及び入学金を減免する義務があることを承知していま

す。

口大学等が確認を取り消されたり、確認を辞退した場合も、減免対象者が卒業

するまでの間、その授業料等を減免する義務があることを承知しています。



Z この印請書に虚偽の記載をするなど、不正な行為をした場合には、確認を取

り消されたり、交付された減免費用の返還を命じられる場合があるとともに、

減免対象者が卒業するまでの間、自らが費用を負担して、その授業料等を減免

する義務があることを承知しています。

必印請する大学等及びその設置者は、大学等修学支援法第7条第2項第3号

及び第4号に該当します。

0各様式の担当者名と連絡先一覧
様式番号

第1号

第2号の1

第2号の2

第2号の3

第2号の4

0添付書類

※以下の事項を必ず確認し、必要な書類の白にレ点(Z)を付けた上で、これ

所属部署・担当者名

副校長・成底敏

教務部・鈴木幹直

学園本部・大城世樹子

らの書類を添付してください。(設置者の法人類型ごとに添付する資料が異な
ることに注意してください。)

教務部・鈴木幹直

事務局・知花賢志

「①実務経験のある教員等による授業科目の配置」関係

仍実務経験のある教員等による授業科目の一覧表《省令で定める単位数等の

基準数相当分》

図実務経験のある教員等による授業科目の授業計画書(シラバス)《省令で定
める単位数等の基準数相当分》

電話番号

098一器3-6580

098一器3一儒80

凶8一器5-42如

「栓卜①学外者である埋事の複数配置」関係

098一器3-6580

口

098一器3-65帥

電子メールアドレス

《一部の設置者のみ》大学等の設置者の理事(役員)名簿

「他卜②外部の意見を反映することができる組織への外部人材の複数配置」関係

na r i@kbc. ac. jp

ロ《一部の設置者のみ》大学等の教育について外部人材の意見を反映すること

ができる組織に関する規程とその構成員の名簿

Suzuki@kbc. ac. jp

yoki@kbcgr0叩. ac. jp

Suzuki@kbc. ac. J D

「③厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表」関係

Chib肌a@kbc. ac. jp

■客観的な指標に基づく成績の分布状況を示す資料

口実務経験のある教員等による授業科'目の授業計画書(シラバス)《省令で定

める単位数等の基準数相当分》【再掲】

歴亜匝
詞《私立学校のみ》経営要件を満たすことを示す資料

口確認申請を行う年度において設置している学部等の一覧



(添付書類)経営要件を満たすことを示す資料

学校コ.ー・ド

設置者名

1.①直前3年度の決算の事業活動収支計算書における「経常収支差額」の状況

劇請前,蕪崖ぬ沃焦{

.,

、

市諸嵯発炭前あ'渓焦
申請3年蔑前の漢算

H1473201000"

学校法人KBC学園

②直前の決算の貸借対照表における「運用資産一外部負債」の状況

市,請箭年幽φ讐算

11 H.、1リ,'L'11

1.1

、号、

Ⅱ.申請校の直近3年皮の収容定員充足率の状況

経常収入御

会牟傑'1、て甫請瓣醐に1,1ご,f',t゛1

円

学校名

1 1、

前奮逢イ,.,,、ξ1、'1,.,"、,
箭ぞ罪崖叉

1,971,842,田 6円

" h、 1.,'

1,897,745,498円

゛

1 1

,1

大学・短期大学・高等専門学校で、Ⅱ.申請校の直近3年度の全ての収容定員充足率が8割未満の場合

申請前年度に当該学校を卒業した者について、今年度(申請年度) 5月1日時点の状況について

(A)又は(B)のいずれかを記載

・申請校の直近の進学・就職率の状況(A)学校基本統計を利用する場合

運用資産棚

'!1 1・1 '!',11

ゞ1 L,リtjjh_,勺

Ir

、

経常支出卿

」、、.、」」゛_.1.、.'1

LJ

1

専修学校国際電子ビジネス専門学校

1.
、ゞ,1"

収容定員四

市諸前集簾鯵状洗'、,1f

1.J .↓:'

1,815,795,446円

"轤ル

1,786,卵9,122円

・申請校の直近の進学・就職率の状況(B)学校基本統計を利用しない場合

ミ.サ
LI

ー':1' ,ル゛"

円

外部負債Φ)

11 1・[L I,..1、1'.、¥;

単請而巣嘩ゐ状貌y,

568人

差額御・促)

(1.②の補足資料)「運用資産」又は「外部負債」として計上した勘定科目一覧

0 「運用資産」に計上した勘定科目

617人

゛,

1.

607人

在学生等φ数御

卒業矯数⑬

、

156,叫7,170円

/ V七

勘定萪目の名称

111,106,376円

進学希望潜,チ就職希望者杠,)、

0円

差額(C)・φ)

516人

0 「外部負債」に計上した勘定科目

、、収容建員充足率佃ノ住)

557人

154人

1、進学簀数十識職者数叫'

536人

勘定科目の名称

0円

備吉この用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。

進学者数,.〒郎職者数山

90%

147人

資産の内容

9眺

認%

進学,・就職率旧)/,(G)

N

進学・就職率σソ山

負債の内容

95%

申請前年度の決算における金額

抑IV/0!

申請前年度の決算における金額

円

円

円

円
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様式第2号の1一②【①実務経験のある教員等による授業科目の配置】

※専門学校は、この様式を用いること。大学・短期大学・高等専門学校は、様式第2号の 1

一①を用いること。

学校名

設置者名

1 「実務経験のある教員等による授業科目」の数

専修学校国際電子ビジネス専門学校

学校法人KBC学園

課程名 学科名

情報スペシャリスト科

(2年制)

工業

専門課程

夜問・

通信

制の

場合

情報スペシャリスト科
(4年制)

実務経験のあ

る教員等によ

る授業科目の

単位数又は授

業時数

ITエンジニア科

(2年制)

ITエンジニア科

(3年制)

(備考)

ITエンジニア科

(4年制)

2

ICTマネジメント科

省令で定める

基準単位数又

は授業時数

「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法
ホームページ上において公表

ht1那:/<N菊'. kbc. ac. jp/discloSⅡre/

1 89

3.要件を満たすことが困難である学科

342

学科名

3 1 1

(困難である理由)

1 6 0

2 80

320

443

1 6 0

2 54

240

3 2 0

240

配
置
困
難

夜
通イ

夜
通イ

夜
通 イ

.

イ
夜
通

号
口

夜
通

信

.夜
通



様式第2号の2一①【②一①学外者である理事の複数配置】

※国立大学法人・独立行政法人国立高等専門学校機構・公立大学法人・凹校法人・準川校

法人は、この様式を用いること。これら以外の設置者は、様式第2号の2-2 を用いる

こと。

学校名

設置者名

1.理事(役員)名簿の公表方法

専修学校国際電子ビジネス専門学校

学校法人KBC学園

ホームページ上において公表

https:/<"Ⅷ. kbcgr0叩. jp/P曲lic/

2 学外者である理事の一覧表

常勤・非常勤の別

非常勤

非常勤

前職又は現職

(備考)

株式会社役員

学校法人役員

任期
担当する職務内容

や期待する役割

学園運営に対する

助言・コンプライア
ンス

学園運営に対する

助冒・コンプライア
ンス

4
 
令
月

年
~

3

5
 
日
年

Ⅱ
 
1
 
8
 
日

禾

1
 
8
 
日

令
月
和
討

4
 
令
月

年
~

3

日
年

5Ⅱ禾令
月
和
肘



様式第2号の3 【侶朧格かつ適正な成績管理の実施及び公表】

学校名

設置者名

0厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要

1.授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法

や基準その他の事項を記載した授業計画書(シラバス)を作成し、公表し
ていること。

専修学校国際電子ビジネス専門学校

(授業計画書の作成・公表に係る取組の概要)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業

振興の動向、必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の方

向性について意見を聴取する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策
定。

2月に第2回教育課程編成委員会を開催し修正し委員会承認とする。委

員会承認内容を校長にて確認後決定とする。

0授業計画(シラバス)

上記により確定したカリキュラムを基に3月までに授業計画を各教科担

当にて作成。その後学科長及び校長にて内容を確認後決定とする。

0公表

確定したカリキュラム及びシラバスを学校HPにて公開し学生へその旨

告知を行う。(4月)

学校法人KBC学園

授業計画書の公表方法

2,学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法により、

学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与え、又は、履修を認定して

いること。

(授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要)

成績評価は、講義科目については、科目担当教員が定期試験、中間試験、

レポート、受講状況などを総合的に判断し評価を行う。ただし、演習及び

実験・実習についてはレポート及び受講状況によって評価し、実技につい

ては実技能力及び受講状況で評価しています。卒業研究については、研究

態度及び成果発表、研究進行度を総合的に評価しています。各科目の評価

方法は、それぞれのシラバスに掲載しています。

科目の出席状況の基準として80%以上を対象とし、それ未満の場合は評価

の対象外とする。

HP上にて公開

h t ゆS ://鞆Ⅷ. kbc. ac. jp/d isc losure/



3.成績評価において、 GPA等の客観的な指標を設定し、公表するとと

もに、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。
(客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要)

学習意欲の把握、試験やレポート、作品制作評価などの適切な方法によ

り、学修成果を厳格かつ適正に評価して履修を認定します。

GPAの算出式は下記に示すとおりです。

<1>試験得点に応じて 5 段階(3.0、 2.0、 1.0、のの数値(グレード・ポ

イント)を設定します。なお、受講を途中でやめた科・目や不合格となった

科目はグレード・ポイントが0点となります。

<2>各履修科目のグレード・ポイントに、科目の時間数をかけた値を全履

修科目分合算し、その値を全履修科目の時間数の合計で割ったものがGP

Aとなります。

成績評価基準及びGPA算出方法を学校HPにて公開し年度開始毎に学生

ヘオリエンテーションにて開示を行います。

客観的な指標の

算出方法の公表方法

4.卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、
いること。

(卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要)

各学科創設時に策定したディプロマポリシーを基に卒業の認定要件を設

定している。

卒業の認定要件に達しているかどうかの成績評価及び履修状況の確認を

卒業判定会議にて確認し校長が卒業を認定する。

学生へは年度開始毎にオリエンテーションにて開示し提示するとともに

HPでも公開を行う。

HP上にて公開

ht 如S ://WWW. kbc. ac. jp/d isclosure/

卒業の認定に関する
方針の公表方法

適切に実施して

HP上にて公開

https ://ⅧVW. kbc. ac. jp/d isc losure/



様式第2号の4一②【④財務・経営情報の公表(専門学校)】

※専門学校は、この様式を用いること。大学・短期大学・高等専門学校は、様式第2号の4
一①を用いること。

学校名

設置者名

1 財務諸表等

貸借対照表

専修学校国際電子ビジネス専門学校

収支計算書又は損益計算書

学校法人KBC学園

財産目録

財務諸表等

事業報告書

監事による監査報告(書)

2,教育活動に係る情報

①学科等の情報(1)

分野

工業

hltpSゾ/MVW. kb皓r0叩.jp/PUⅢ ic/

htt那://ⅧⅧ. kbC訂0ⅡP. jp/public/

修業

年限

https://MⅧ, kbC訂0ⅡP, jp/public/

https://MVW.1くb昭10叩.ル/public/

課程名

https://叩W. kbcgr0叩. jp/public/

昼夜

工業専門課程

公表方法

2年

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数

生徒総定員数

昼間

情報スペシャリスト
科

(2年制)

学科名

カリキュラム(授業方法及び内容、年問の授業計画)

17 人

(概要)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

2月に第 2 回教育課程編成委員会を開催し修正し委員会承認とする。委員会承認
内容を校長にて確認後決定とする。

0授業計画(シラバス)

上記により確定したカリキュラムを基に3月までに授業計画を各教利・担当にて作
成。その後学利長及び校長にて内容を確認後決定とする。

生徒実員

1,782

単位時問/単位

56 人

うち留学生数

講義

専門士

97了

単位時問

ノ単位

開設している授業の種類

演習

0

成績評価の基準・方法

単位時問

/単位

高度専門士

(概要)

成績評価は、講義科目については、科目担当教員が定期試験、中問試験、レポート、
受講状況などを総合的に判断し評価を行う。ただし、演習及び実験・実習については
0教育課程編成計画(カリキュラム)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、

専任教員数

実習

人

15 Π

単位時問

/単位

2,4認単位時間/単位

実験

12 人

兼任教員数

単位時問

/単位

実技

単位時問

ノ単位

5人

総教員数

肪
人



必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

卒業・進級の認定基準
(概要)

各学科・創設時に策定したディプロマポリシーを基に卒業の認定要件を設定してい
る。

卒業の認定要件に達しているかどぅかの成績評価及び履修状況の確認を卒業判定
会議にて確認し校長が卒業を認定する
学修支援等

(概要)
定期的な個別面談を実施する。

卒業者数、進学者数、就職者数(直近の年度の状況を記載)

卒業者数

(主な就職、業界等)

ナビオコンピュータ株式会社、株式会社フューテックシステム、株式会社ミライト・ワ
ンほか、 SE、 PG、 web 系への就職
(就職指導内容)

ビジネスマナーの指導、就職研修を通しての面接指導、キャリアサポーターによる就職
相談

19 人

aoo%)

(主な学修成果(資格・検定等))

Linuc l01試験 5名、 Java言語プログラミング能力認定試験2級 9 名、

情報処理技術者能力認定試験 2級1部 15名、

進学者数

(備考)(任意記載事項)

就職者数
岫営業を含む。)

人

%)

中途退学の現状

年度当初在学者数

19 人

UO0%)

(中途退学の主な理由)

学力不振より退学

その他

(中退防止・中退者支援のための取ネ田

・入学前における教育課程及び学費の説明会を実施
・入学後は、出席状況悪化傾向にある学生のガイダンス

"人

年度の途中における退学者の数

人

%)

1人

中退率

保護者面談の実施

2.1%



①学科等の情報(2)

分野

工業

停業

年限

課程名

4年

昼夜

工業専門課程

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数

生徒総定員数

昼間

情報スペシャリスト

利

(4年制)

力りキュラム(授業方法及び内容、年間の授業計画)

学科名

215人

(概要)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

2月に第 2 回教育課程編成委員会を開催し修正し委員会承認とする。委員会承認
内容を校長にて確認後決定とする。

0授業計画(シラバス)

上記により確定したカリキュラムを基に3月までに授業計画を各教科担当にて作
成。その後学科長及び校長にて内容を確認後決定とする。

生徒実員

肪認

単位時間/単位

201 人

うち留学生数

講義

専門士

1784

単位時問

/単位

開設している授業の種類

演習

成績評価の基準・方法

(概要)

成績評価は、講義科目については、科目担当教員が定期試験、中間試験、レポート、
受講状況などを総合的に判断し評価を行う。ただし、演習及び実験・実習については
0教育課程編成計画(カリキュラム)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、

必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

単位時問

/単位

高度専門士

人

専任教員数

実習
3」g6

半.位時問

/単位

0

実験

四帥単位時間/単位

12 人

兼任教員数

単位時問

/単位

卒業・進級の認定基準

実技

(概要)

各学科創設時に策定したディプロマポリシーを基に卒業の認定要件を設定してい
る。

卒業の認定要件に達しているかどうかの成績評価及び履修状況の確認を卒業判定
会議にて確認し校長が卒業を認定する

5人

単位時問

ノ単位

総教員数

学修支援等

17 人

(概要)

定期的な個別面談を実施する。



卒業者数、進学者数、就職者数(直近の年度の状況を記載)

卒業者数

(主な就職、業界等)
NA システムズ株式会社、株式会社グローバルウェイ、株式会社セキュアイノベーショ
ンほか、 SE、 PG、セキュリティエンジニア系への就職

(就職指導内容)

ビジネスマナーの指導、就職研修を通しての面接指導、キャリアサポーターによる就職
相談

U人

(100%)

(主な学修成果(資格・検定等))

Linuc l01 試験 31 名、Linuc l02 試験 36 名、Avvsce川fied cloud pra0枇ione門5 名、compTI
Security+51 名、 OSS・DB S11Ver18 名、情報処理技術者能力認定試験 2級 1 部43 名、 2級
部、 42 名

進学者数

(備考)(任意記載事項)

就職者数
(自営業を含む。)

人

%)

中途退学の現状

卯人

(97.5%)

年度当初在学者数

(中途退学の主な理由)

精神疾患、学力不振より退学

その他

(中退防止・中退者支援のための取組)

・入学前における教育課程及び学費の説明会を実施

・入学後は、出席状況悪化傾向にある学生のガイダンス・保護者面談の実施

①学科等の情報(3)

199 人

人

%)

年度の途中における退学者の数

分野

工業

修業

年限

2年

昼夜

課程名

工業専門課程

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数

生徒総定員数

4人

昼問

中退率

カリキュラム(授業方法及び内容、年間の授業計画)

ITエンジニア科

(2年制)

妬人

学科名

生徒実員

1700

単位時問/単位

2%

49 人

うち留学生数

講義
5別

単位時問

ノ単位

専門士

開設している授業の種類

1寅習

0

540

半位時問

ノ単位

人

専任教員数

高度専門士

実習
919

単位時問

ノ単位

実験

肋嶋単位時問/単位

2人

兼任教員数

半位時問

/単位

実技

単位時問

/単位

4人

総教員数

6人



(概要)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

2月に第 2 回教育課程編成委員会を開催し修正し委員会承認とする。委員会承認
内容を校長にて確認後決定とする。

0授業計画(シラバス)
上記により確定したカリキュラムを基に3月までに授業計画を各教科担当にて作

成。その後学科長及び校長にて内容を確認後決定とする。

成績評価の基準・方法

(概要)

成績評価は、講義科目については、科目担当教員が定期試験、中問試験、レポート、
受講状況などを総合的に判断し評価を行う。ただし、演習及び実験・実習については

0教育課程編成計画(カリキュラム)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

卒業・進級の認定基準

(概要)

各学科創設時に策定したディプロマポリシーを基に卒業の認定要件を設定してい
る。

卒業の認定要件に達しているかどうかの成績評価及ぴ履修状況の確認を卒業判定
会議にて確認し校長が卒業を認定する

学修支援等

(概要)
定期的な個別面談を実施する。

卒業者数、進学者数、就職者数(直近の年度の状況を記載)

卒業者数

(主な就職、業界等)

株式会社T0ブックス、エモーションビデオ、株式会社シーエー・アドバンス、株式会社
近代美術、株式会社即HIAほかDTP系、 webデザイン、映像系への就職

中釧哉指導内容)

ビジネスマナーの指導、就職研修を通しての面接指導、キャリアサポーターによる就職
相談

器人

aoo%)

1 進学者数 1(ヨ'畷器三。)1 その他

(主な学修成果(資格・検定等))

PhotshoP クリエイター能力認定試験・スタンダード級 30 名、ⅢUstrator クリエイター能力認
定試験・スタンダード級27 名、 AFT色彩検定 3級 16名・2級 1 名、 web クリエイター能

力認定試験・スタンダード級24名

(備考)(任意記載事項)

人

%)

訂人

(飾.4%)

人

%)



中途退学の現状

年度当初在学者数

(中途退学の主な理由)

学業への興味喪失

(中退防止・中退者支援のための取ネ田

・入学前における教育課程及び学費の説明会を実施
・入学後は、出席状況悪化傾向にある学生のガイダンス・保護者面談の実施

①学科等の情報(4)

馴人

年度の途中における退学者の数

分野

工業

修業

年限
昼夜

3年

課程名

工業専門課程

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数

生徒総定員数

3人

昼間

中退率

力りキュラム(授業方法及び内容、年問の授業計画)

ITエンジニア科

(3年制)

舶人

(概要)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の力向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

2月に第 2 回教育課程編成委員会を開催し修正し委員会承認とする。委員会承認
内容を校長にて確認後決定とする。

0授業計画(シラバス)

上記により確定したカリキュラムを基に3月までに授業計画を各教科担当にて作
成。その後学科長及び校長にて内容を確認後決定とする。

学科名

生徒実員

部呪

単位時問/単位

5.8%

訂人

うち留学生数

講義
660

単位時問

ノ単位

専門士

開設している授業の種類
演習

成績評価の基準・方法

0

1797

単位時問

/単位

(概要)

成績評価は、講義科目については、科目担当教員が定期試験、中間試験、レポート、
受講状況などを総合的に判断し評価を行う。ただし、演習及び実験・実習については
0教育課程編成計画(カリキュラム)

毎年11門に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

人

専任教員数

高度専門士

実習
830

単位時問

/単位

実験

噐訂単位特間/単位

8人

兼任教員数

単位時問

ノ単位

卒業・進級の認定基準

実技

単位時問

ノ単位

8人

総教員数

16 人



(概要)
各学科創設時に策定したディプロマポリシーを基に卒業の認定要件を設定してい

る。

卒業の認定要件に達しているかどうかの成績評価及び履修状況の確認を卒業判定
会議にて確認し校長が卒業を認定する

学修支援等

(概要)

定期的な個別面談を実施する。

卒業者数、進学者数、就職者数(直近の年度の状況を記載)

卒業者数

(主な就職、業界等)
株式会社メインコンセプト、株式会社マーキュリー、株式会社ゲオホールディングス、
ジャパンインテグレーション株式会社ほかSE、PG、ゲームプログラマ系への就職
(就職指導内容)

ビジネスマナーの指導、就職研修を通しての面接指導、キャリアサポーターによる就職
相談

17 人

aoo%)

(主な学修成果(資格・検定等))
サーティファイ主催 C言語プログラミング能力認定試験 3級21名・2級22名、日本情

報処理普及協会主催文章入カスビード検定21名、サーティファイ主催 Exce1表計算処理

技能認定試験 3級20名、 W曲クリエイター能力認定試験スタンダード17名

進学者数

(備考)(任意記載事項)

就職者数
値営業を含む。

人

%)

中途退学の現状

17 人

aoo%)

年度当初在学者数

(中途退学の主な理由)

精神疾患、コミュニケーション障害

その他

(中退防止・中退者支援のための取組)
・入学前における教育課程及び学費の説明会を実施
・入学後は、出席状況悪化傾向にある学生のガイダンス・保護者面談の実施

人

%)

50 人

年度の途中における退学者の数

3人

中退率

6%



①学科等の情報(5)

分野

工業

修業

年限
昼夜

3年

課程名

工業専門課程

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数

生徒総定員数

昼間

カリキュラム(授業方法及び内容、年間の授業計画)

107 人

ITエンジニア科

(4年制)

(概要)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、

必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

2月に第 2 回教育課程編成委員会を開催し修正し委員会承認とする。委員会承認
内容を校長にて確認後決定とする。

0授業計画(シラバス)
上記により確定したカリキュラムを基に3月までに授業計画を各教科担当にて作

成。その後学科長及び校長にて内容を確認後決定とする。

学科名

生徒実員

3491

単位時間/単位

103 人

うち留学生数

講義
幻0

半位時問

ノ単位

専門士

開設している授業の種類

演習

成績評価の基準・方法

関明

単位時問
ノ単位

(概要)

成績評価は、講義科目については、科目担当教員が定期試験、中間試験、レポート、
受講状況などを総合的に判断し評価を行う。ただし、演習及び実験・実習については
0教育課程編成計画(カリキュラム)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

人

専任教員数

高度専門士

実習
1212

単位時問

/単位

0

実験

4能6単位時間/単位

8人

兼任教員数

単位時問

/単位

卒業・進級の認定基準

実技

(概要)

各学科創設時に策定したディプロマポリシーを基に卒業の認定要件を設定してい
る。

卒業の認定要件に達しているかどうかの成績評価及び履修状況の確認を卒業判定
会議にて確認し校長が卒業を認定する

単位時問

/単位

8人

総教員数

学修支援等

16 人

(概要)

定期的な個別面談を実施する。



卒業者数、進学者数、就職者数(直近の年度の状況を記載)

卒業者数

(主な就職、業界等)
株式会社フューテックシステム、株式会社OCC、日本ラット株式会社、ケイ・アイシステ
ム株式会社、株式会社ヴィッツ沖縄、株式会社アウトソーシングほかSE、 PG、ゲーム
ログラマ系への就職

部人

UO0%)

(就職指導内容)
ビジネスマナーの指導、就職研修を通しての面接指導、キャリアサボーターによる就職
相談

進学者数

(主な学修成果(資格・検定等))

サーティファイ主催 C言語プログラミング能力認定試験

イファイ主催 Exce1表計算処理技能認定試験 3級21名、

スタンダード32名

(備考)(任意記載事項)

就職者数
岫営業を含む。)

人

%)

中途退学の現状

器人

(88.4%)

年度当初在学者数

(中途退学の主な理由)

学習障害、学力不振、家庭の事情

その他

(中退防止・中退者支援のための取k田
・入学前における教育課程及び学費の説明会を実施
・入学後は、出席状況悪化傾向にある学生のガイダンス・保護者面談の実施

人

%)

①学科等の情報(6)

Ⅱ3 人

3級 20名・2級 22 名、サーテ

Webクリエイター能力認定試験

年度の途中における退学者の数

分野

工業

修業
年限

課程名

昼夜

3年

工業専門課程

3人

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数

生徒総定員数

昼間

中退率

I CTマネジメント

科

(3年制)

学科名

卯人

生徒実員

2.6 %

2517

単位時間/単位

70 人

うち留学生数

講義

専門士

2021

単位時問

/単位

開設している授業の種類

演習

0

150

半位時問

/単付

高度専門士

人

専任教員数

実習
価5

単位時問

/単位

実験

認16単位時間/単位

4人

兼任教員数

単位時問
ノ単位

実技

3人

単位時問

ノ単位

総教員数

4人



カリキュラム(授業方法及ぴ内容、年間の授業計画)
(概要)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の勁向、
必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

2月に第 2 回教育課程編成委員会を開催し修正し委員会承認とする。委員会承認
内容を校長にて確認後決定とする。
0授業計画(シラバス)

上記により確定したカリキュラムを基に3月までに授業計画を各教科担当にて作
成。その後学科長及び校長にて内容を確認後決定とする。
成績評価の基準・方法

(概要)

成績評価は、講義科目については、科目担当教員が定期試験、中間試験、レポート、
受講状況などを総合的に判断し評価を行う。ただし、演習及び実験・実習については
0教育課程編成計画(カリキュラム)

毎年11月に教育課程編成委員会を開催。業界動向、国及び地方の産業振興の動向、
必要となる実務に関する知識;技術等について教育課程の方向性について意見を聴取
する。その後学内検討委員会にて次年度計画を策定。

卒業・進級の認定基準
(概要)

各学科創設時に策定したディプロマポリシーを基に卒業の認定要件を設定してい
る。

卒業の認定要件に達しているかどうかの成績評価及び履修状況の確認を卒業判定
会議にて確認し校長が卒業を認定する

学修支援等

(概要)

定期的な個別面談を実施する。

卒業者数、進学者数、就職者数(直近の年度の状況を記載)

卒業者数

(主な就職、業界等)

株式会社トヨタレンタリース沖縄、オリックス・ビジネスセンター沖縄株式会社、ソニ
ービジネスオペレーションズ株式会社、ニッポンレンタカー琉球株式会社ほか事務職、
総合職、システム系への就職

29 人

UO0%)

(就職指導内容)

ビジネスマナーの指導、就職研修を通しての面接指導、キャリアサポーターによる就職
相談

進学者数 1 1._

(主な学修成果(資格・検定等))

日本語ワープロ検定2級7名・1級 1名、日商節記検定3級4名、サーティファイ Exce1表
計算処理検定 3級27名・2級 11 名、全経簿記 1級工業箔記 6 名・会計学4名、 web ク

人

%)

舒人

四3.1%)

その他

人

%)



リエイター能力認定試験スタンダード級26名、3級ファイナンシャル・プランニング技能検

定3級2名、コンピュータ会計2級20名

(備考)(任意記載事項)

中途退学の現状

年度当初在学者数

(中途退学の主な理由)

学力不振5名、事業独立 1名、就職 1名

(中退防止・中退者支援のための取組)

・入学前における教育課程及び学費の説明会を実施
・入学後は、出席状況惡化傾向にある学生のガイダンス・保護者面談の実施

70 人

②学校単位の情報

a)「生徒納付金」等

年度の途中における退学者の数

情報スペシャリスト科

(2年制)

学科名

情報スペシャリスト科
(4年制)

ITエンジニア科

(2年制)

7人

ITエンジニア科

(3年制)

入学金

中退率

ITエンジニア科

(4年制)

ICTマネジメント科

修学支援(任意記載事項)

授業料

(年問)

10%

100,000円

830,000円

b)学校評価

その他

自己評価結果の公表方法

(ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入手方法)

ht ゆS://Ⅶ畔. kbc. ac. jp/d isclosure/

備考(任意記載事項)

800,000円

0円



学校関係者評価の基本力針(実施方法・体制)

当校の教育理念は、「高度な技能技術を身に付け、人間性豊かな永久戦力となる人財
を育成する」事である。この教育理念に基づき実践的な教育が実現できているか、ま
た、その教育を実現する為に必要な環境が整っているかについて、学校運営に直接・
問接的に影響を受ける企業関係者を中心に学校関係者評価委員会を設置。

学校が定めている白己点検項目①教育理念、②教育の内容、③教育の実施体制、④達
成度と教育効果、⑤学生支援、⑥社会的活動、⑦管理運営、⑧財務、⑨改革・改善の9
項目101点検項同を基に評価を行う。評価結果については、校長に報告し、責任者
を中心に中期経営計画、次年度活動計画策定時の改善に繋げる。
また結果を全職員で共有する機会を設け、ホームページ上にて公開し改善へ向けて取
り組む事とする。

学校関係者評価の委員

沖縄県二ールセンター産業協議会

沖縄県情報産業協会

所属

大城眞徳税理士事務所

学校関係者評価結果の公表方法

(ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入手方法)
https ://W凱V. kbc. ac. ip/disclosure/

第三者による学校評価(任意記載事項)

令和5年4月

令和 7年3月

任期

令和 5年4月

令和7午3月

C)当該学校に係る情報

令和5年4月

令和7年3月

1日~

31日

(ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入手方法)

1日~

31日

1日~

31日

企業等委員

種別

企業等委員

企業等委員



(別紙)

※この別紙は、更新確認申請書を提出する場合に提出すること。

※以下に掲げる人数を記載すべき全ての梱(合計欄を含む。)について、該当する人数が1人以上10人以
下の場合には、当該欄に「ー」を記載すること。該当する人数力氾人の場合には、「0人」と記載する
こと。

学校コード U3桁)

学校名(00大学制

設置者名伴校法人00学園割

1 前年度の授業料等減免対象者及び給付奨学生の数

H147320100044

支援対象者(家計急変
による者を除く)

国際電子ビジネス専門学校

学校法人KBC学園

第1区分

第Ⅱ区分

家計急変による
支援対象者(年間)

第Ⅲ区分

前半期

第Ⅳ区分

(備考)

合計(年問)

203人

131人

※本表において、第1区分、第Ⅱ区分、第Ⅲ区分、第Ⅳ区分とは、それぞれ大学等における修
学の支援に関する法律施行令(令和元年政令第49号)第2条第1項第1号、第2号、第3
号、第4号に掲げる区分をいう。

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

後半期

42人

2.前年度に授業料等減免対象者としての認定の取消しを受けた者及び給付奨学生認定の取
消しを受けた者の数

(1)偽りその他不正の手段により授業料等減免又は学資支給金の支給を受けたことにより
認定の取消しを受けた者の数

30人

0人

202人

129人

年間

41人

(2)適格認定における学業成績の判定の結果、学業成績が廃止の区分に該当したことによ
り認定の取消しを受けた者の数

年間

詑人

人

214人

0人

214人

右以外の大学等

短期大学印多業年限が2年のものに限り、認定専
攻科を含む。)、高等専門学校(認定専攻科を含
む。)及び専門学校 q多業年限が2年以下のもの
に限る。)

0人

内
訳



修業年限で卒業又は修了で
きないことが確定

修得単位数が標準単位数の
5割以下
(単位制によらない専門学校に

あっては,履修科月の単位時問数
が標準時間数の5割以下)

出席率が5割以下その他学
修意欲が著しく低い状況

「警告」の区分に連統して
1亥当

年間

(備考)

0人

升

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

上記の(2)のうち、学業成績が著しく不良であると認められる者であって、当該学業成績が著
しく不良であることについて災害、傷病その他やむを得ない事由があると認められず、遡って認
定の効力を失った者の数

前半期

0人

0人

0人

年間

右以外の大学等

(3)退学又は停学(期間の定めのないもの又は3月以上の期間のものに限る。)の処分を
受けたことにより認定の取消しを受けた者の数

後半期

0人

0人

0人

短期大学(修業年限が2年のものに限り、認定専攻科を含む。)、高
等専門学校(認定専攻科を含む。)及び専門学校(修業年限が2年以
下のものに限る。)

0人

0人

(備考)

3月以上の停学

退学

0人

前半期

0人

※備者欄は、特記事項がある場合に記載すること。

3.前年度に授業料・等減免対象者としての認定の効力の停止を受けた者及び給付奨学生認定
の効力の停止を受けた者の数

年間計

0人

0人

停学(3月未満の期間のものに限る。)又は訓告の処分を受けたことにより認定の効力の
停止を受けた者の数

0人

0人 後半期

3月未満の停学

訓告

年間計

0人

0人

0人

0人

0人

0人



(備考)

※備老欄は、特記事項がある場合に記載すること。

4 適格認定における学業成績の判定の結果、警告を受けた者の数

修得単位数が標準単位数の
6割以下
(単位制によらない専門学校に

あっては、履修科月の単位時問数
が標準時問数の6割以下)

GPA等が下位4分の1

右以外の大学等

出席率が8割以下その他学
修意欲が低い状況

年間

(備考)

短期大学(修業年限が2年のものに限り、認定専
攻利,を含む。)、高等専門学校(認定専攻利・を含
む。)及び専門学校印多業年限が2年以下のもの
に限る。)

計

※備考棡は、特記事項がある場合に記載すること。

0人

前半期

諦人

0人

諦人

0人

後半期

0人

0人

0人

0人

Ⅱ人

0人

Ⅱ人


